
 

   新川地域介護保険･ケーブルテレビ事業組合介護資格取得支  

援給付金交付要綱  

  平成 30 年３月 26 日  

新川地域介護保険･ケーブルテレビ事業組合告示第４号  

（趣旨）  

第１条  この要綱は、介護職の地位向上や処遇改善の促進を図り、介護職

員の確保と離職防止に資することを目的として交付する介護資格取得支

援給付金（以下「給付金」という。）の取扱いに関し、必要な事項を定め

るものとする。  

 （定義）  

第２条  この要綱における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 

(1)  介護サービス事業所  次のいずれかに該当するサービスを行う事業  

  所であって、理事長又は富山県知事が指定（許可を含む。）した管内に

住所を有する事業所  

ア  介護保険法（平成９年法律第 123号。以下「法」という。）第８条

第１項に規定する居宅サービス  

イ  法第８条第 14項に規定する地域密着型サービス  

ウ  法第８条第 26項に規定する施設サービス  

(2)  総合事業指定事業所  新川地域介護保険・ケーブルテレビ事業組合  

介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱（平

成 28年新川地域介護保険組合告示第 22号）第５条第１項の規定により

指定を受けた事業者が法第 115条の 45第１項第１号に規定する第１号

事業（訪問型サービス・通所型サービス）を行う事業所  

(3)  介護職員  介護サービス利用者に介護サービスを直接提供する介護  

従事者（介護保険法施行令 (平成 10年政令第 412号 )第４条第１項各号

（第７号を除く。 )に掲げる者を除く。 )  

 （給付金の対象となる研修）  

第３条  給付金の対象となる研修（以下「対象研修」という。）は、社会福

祉士及び介護福祉士法施行令（昭和 62年政令第 402号）第３条に基づき、

都道府県知事の指定を受けた養成施設が行う介護職員実務者研修とする。 



（給付金の交付対象者）  

第４条  給付金の交付対象者は、次の第１号から第５号までのいずれにも

該当する介護職員（以下「対象職員」という。）及び介護サービス事業所

又は総合事業指定事業所（以下「事業所」という。）のうち、第６号に該

当する事業所（以下「対象事業所」という。）とする。  

(1)  対象研修を修了した者  

(2)  市町村税の滞納のない者  

(3)  事業所に既に就労している者（以下「在職職員」という。）又は対象  

研修を修了した日の翌日から起算して６月以内に事業所に就労した者  

（以下「新規就労職員」という。）で給付金の交付申請時に引き続き就  

労している者  

(4)  事業所を運営する事業者に、介護職員として直接雇用された者で、  

 社会保険の被保険者となっている雇用期間の定めのない者  

(5)  過去にこの給付金の交付を受けたことがない者  

(6)  現に雇用する介護職員（第４号に該当する者に限る。）を対象研修に  

５日間以上受講（通信による受講を除く。）させ、なおかつ当該受講日  

を勤務した日とみなす事業所  

  (給付金の対象経費）  

第５条  給付金の対象となる経費 (以下「対象経費」という。）は、対象職

員にあっては、受講した対象研修に係る受講料（テキスト代を含む。）と

し、対象事業所にあっては受講に係る介護職員の人件費に相当する経費

とする。  

  (給付金の額等 ) 

第６条  給付金の額は、予算の範囲内で対象経費相当額とし、対象職員に

あっては 10万円を限度とし、対象事業所にあっては４万円とする。  

２  前項の規定にかかわらず、国、県その他の機関から対象経費について

助成を受けているときは、給付金の額は前項に規定する額から当該助成

を受けた額を控除した額とする。  

 

 

 



（給付金の交付申請）  

第７条  給付金の交付を受けようとする者は、介護資格取得支援給付金交

付申請書兼請求書 (様式第１号 )に関係書類を添えて、在職職員にあって

は、対象研修を修了した日の翌日から起算して６月経過後１年以内に、

新規就労職員にあっては、事業所に就労した日の翌日から起算して６月

経過後１年以内に、対象事業所にあっては、在職職員が対象研修を修了

した日の翌日から起算して１年以内に理事長に提出しなければならない。 

(給付金の交付決定等 ) 

第８条  理事長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内

容を審査してその適否を決定し、その結果を介護資格取得支援給付金交

付決定 (却下 )通知書 (様式第２号 )により申請者に通知するものとする。  

２  交付の決定をした給付金は、前項の通知の日から１月以内に交付する

ものとする。  

(給付金の交付決定の取消し ) 

第９条  理事長は、申請者が偽りその他不正な手段等により給付金の交付

決定を受けたと認めたときは、給付金の交付の決定を取り消すことがで

きる。  

(給付金の返還 ) 

第 10条  理事長は、前条の規定により給付金の交付決定を取り消した場合

において、既に給付金が交付されているときは、期限を定めてその返還

を命ずるものとする。  

(報告等 ) 

第 11条  理事長は、必要があると認めたときは、給付金の交付を受けた者

に対して、報告又は書類の提出 (以下「報告等」という。 )を求めること

ができる。  

２  給付金の交付を受けた者は、前項に規定する報告等を求められたとき

は、速やかに応じなければならない。  

(その他 ) 

第 12条  この要綱に定めるもののほか、給付金の交付に関し必要な事項は、

理事長が別に定める。  

 



附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。  

 (適用関係 ) 

２  対象研修は、平成 30 年４月１日以後に実施された介護職員実務者研修

から適用する。  

附  則（平成 31年３月 25日告示第４号）  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。  

 (適用関係 ) 

２  対象研修は、平成 31 年４月１日以後に実施された介護職員実務者研修

から適用する。  

 


